
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２５年３月３１日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

本研究では、我が国の企業情報開示制度における投資家向け財務報告における企業の環境問
題のリスク情報開示の課題を検討している。持続可能性情報の開示を求める諸外国地域の制度
および国際的合意における発展状況の調査をふまえ、開示可能性を検討している。そして、我
が国の上場企業等の有価証券報告書で初年度適用となった資産除去債務会計の開示状況を分析
し環境問題の明瞭な説明に向けた改善を提言している。 

 

研究成果の概要（英文）： 
This research examines the issues of disclosure of accounting information related 

to environmental risks on financial reports in Japan based on mandatory annual 
reports for investors.  The research explores the current development regarding 
disclosure of sustainability information, which has been increasingly needed to be 
accounted for by investors and other stakeholders within various institutional 
frameworks and international agreements around the world.  The research analyzes 
the disclosure practices of accounting for asset retirement obligations, which was first 
regulated in Japanese mandatory reporting in 2010.  The research recommends the 
need for further improvements for clear risk disclosure. 
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１．研究開始当初の背景 

これまで、私は財務報告における環境情報
の信頼性に関する研究に取り組んできたが、
今回の研究テーマもその一環にある。これま
での研究経緯と主な成果は、以下の通りであ

る。まず、2006 年に「有価証券報告書にお
ける非財務情報としての環境リスク情報の
開示」で国内企業の環境関連の記述が有価証
券報告書で増加している状況を考察した。ま
た「環境 KPIの開示と保証」（『環境報告書の
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保証』第 5章）では英国の株主向け財務報告
での環境重要業績指標の法規制導入のため
の実務指針等を検討した。ここで得られた知
見として、業種別に重要な環境リスクがあり、
その内容と状況について、投資者株主など利
害関係者に説明をするために必要となる、比
較可能な指標が重要であることである。今回
も、この業種別の環境リスクの問題を取り扱
う。 

2007 年に「有価証券報告書の事業等のリ
スクでの環境情報の開示」で、我が国の有価
証券報告書の非財務情報として「事業等のリ
スク」の項目で、どのような環境リスク情報
の開示がされているかをさらに詳しく調査
した。我が国では、事業等のリスクの項目で、
環境リスクの内容が扱われつつあるが、その
記載が叙述的で、何ら明瞭な指標や、比較可
能な情報が見られない問題点を指摘した。 

2008 年に「財務報告における環境情報開
示に関する国際文献研究」により、財務報告
での環境情報に関する開示の有効性を検討
する文献を多く調べた。さらに「有価証券報
告書の事業等のリスク記載における環境法
規制リスク」では、我が国企業の有価証券報
告書の事業等のリスク記載で、どのような環
境法に関する記述がなされているかを分析
した。ここでは、事業経営において環境法令
規制強化と違反行為に対する社会的批判や
説明責任を求める利害関係者のニーズの高
まりが背景にあるも、同業種でも記述のばら
つきがあり、法令遵守管理コストや違反の際
の損失リスクに関して、財務数値への影響の
重要性の観点から、明瞭な記述が見られる可
能性が少ない問題点を指摘した。 

2009 年には「企業財務と環境情報に関す
る国際文献研究」で環境情報が株価にどのよ
うな影響を及ぼすかなど、市場との関係に焦
点を当てた研究を調査した。金融資本市場に
おける環境情報への関心の高まりや実際の
情報への反応に関して、国際的な実証研究を
含む様々な文献を調査し、企業の環境リスク
に関する情報は市場の株価形成や債権者の
与信の判断に有用であることの重要な見解
を得た。そこでどのような情報がより選好さ
れるか市場関係者のニーズを調査する必要
があるとの認識に至った。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、我が国の財務報告におけ
る環境リスクに関する会計情報を適切に開
示するための指針策定に関する政策提言の
基礎を提供することにある。現在、我が国企
業の環境に関するリスク情報は、有価証券報
告書等の事業等のリスクの記載項目その他
で開示されつつあるが、内容や記載箇所にば
らつきが見られ、開示の有効性に問題が見ら
れる。本研究では、１）環境リスク情報の非

財務・記述情報と財務・数字情報の開示状況
分析、２）業種に特有の環境リスク開示の方
法や項目、基本的指標、制度開示指針に関す
る欧州・英国の状況分析、また３）我が国財
務報告での環境リスク情報の有効な記述を
促すための、有効な指標の在り方に関する研
究を行い、業種別の開示指針を策定するため
の基盤となる調査研究を行うものである。 

また、「環境報告の情報の信頼性と保証」
では、我が国企業の環境報告に対して、公認
会計士等が情報の信頼性を担保する場合の、
有効性と限界に関して検討した。企業財務報
告では環境情報の提供に関して、具体的な法
令や指針が見られないことから、自主的な広
報媒体である環境報告書などを通じた環境
報告が行われている。しかし、そこでの公認
会計士等の情報の信頼性の保証に対する業
務に関して、必要性や有効性があるにもかか
わらず、限定された数の保証が付与されてい
る実態が明らかとなり、環境情報の自主的開
示と保証実務の限界を示唆する研究を示し
た。そこで、強制力のある企業情報開示制度
において、環境情報を開示し、公認会計士等
が適切な保証手続きをもって環境リスク情
報開示の精度を高めることが、投資者や株主
への意思決定に有用との着想を強くした。 

さらに、「持続可能性報告における情報の
保証問題」では、公認会計士等が行う保証実
務に焦点を当てた分析を行った。実務的に環
境やその他社会情報を含む持続可能性情報
を保証する場合、どのような内容、保証の程
度、その結果の報告になるのか具体的に調査
し問題点と課題を検討した。そして具体的指
針や指標の有効性やその保証実務での適用
可能性の検討が必要であると考えた。 

最後に、「年次報告における企業責任指標
の課題」では、アニュアルレポートで環境お
よび社会の情報の指標化に関する国際連合
での歴史的成果を振り返り、具体的な指標の
開発の経緯とその適用の問題点をレビュー
した。国際連合の環境効率指標や社会的責任
指標の情報開示の発展途上国での取り組み
により、企業情報の透明性を高めるためには、
具体的で有効な比較可能な指標の開発が必
要であり、その適用を実際に市場でテストし
ていく重要性である。このことから、我が国
でも財務情報にそのような情報開示の要素
を入れる場合に、どのような開示項目や指標
を準備するか、強制するかに関する実務指針
の内容の吟味、及び資本市場関係者のニーズ
を調査し、情報提供側企業の実行可能性を高
めるためのインセンティブを明らかにすべ
くより厳密に調査検討すべきとの着想に至
った。 

 

３．研究の方法 

この研究に関連する分野は学際的である



 

 

が、中でも国際会計基準、国際財務報告基準、
国際監査・保証業務基準、国際会計士連盟の
公表する基準、環境・持続可能性報告、公認
会計士等の行う保証業務や監査業務、環境管
理や環境監査、国際連合の持続可能性に関す
るプロジェクトや金融委員会の公表する責
任投資基準や赤道基準、GRI のガイドライン
や AA1000（アカウンタビリティ 1000）基準、
欧州の会社法現代化やリスボン戦略（持続可
能性戦略）を背景とした企業情報開示の透明
化、我が国の地球温暖化対策法など環境政策
や我が国の環境報告ガイドライン環境情報
開示政策、これらの議論を基礎とした包括的
研究とした。そして、市場関係者と情報提供
者の企業の年次財務諸表開示に焦点を絞り、
環境に関連したリスク情報をいかにタイム
リーに適切に明瞭に提供するかのための指
針策定を目指すための基礎となる実証結果
を提供することとした。 
研究方法として、まず国外の文献研究およ

び研究者等との意見交換をふまえて国際的
動向を吟味し、我が国での実際の開示状況を
分析し、課題を整理した。 

 
４．研究成果 
平成 22 年度は、国内動向などの状況を踏ま

え、問題点を洗い出すための資料収集と分析、
国内外での学術及び実務分野の関係者のヒ
アリングを行った。 
具体的には、企業の環境リスク情報の非財

務・記述情報の開示状況の分析と問題点の洗
い出しをパイロットテスト的に行った。対象
は国内外の大企業とし、年次ベースでの開示
に関して、環境リスク情報やその他の関連情
報がどのように開示されているか、記述内容
を分析した。この分析内容の一部を、企業関
係者へフィードバックし、企業側の課題に関
する情報収集を行った。 
英国では、環境および持続可能性会計の分

野の学術分野での世界的に優れた複数の研
究者と、非財務情報の開示や、環境報告の情
報の信頼性ついて討議した。特に、重要業績
指標の研究の進んでいる欧州の会計士団体
や、英国の会計士団体の情報も入手し、財務
報告の信頼性に影響の大きい職業専門家の
視点についての情報収集ができた。また、英
国の大手会計事務所や職業会計士団体など
で実務専門家と意見交換をした。国際財務報
告基準（IFRS）で開示を行う国際的企業の先
進的開示の状況についてヒアリングした。特
に、温暖化ガス情報の開示に関する英国での
動向や統合報告での環境開示など、環境・CSR
レポートや、環境リスクその他の情報開示に
関する国際的動向に関して、主な特徴や課題
を討議し情報収集をした。 
平成 23 年度は、国内の環境リスク開示の分

析を行い、国内海外でこの分野の共通の視点

から研究を行う学術及び実務分野の関係者
のヒアリングを行うことができた。中でも、
環境リスク情報が、実際に証券市場で公表さ
れる場合、有価証券報告書が主な開示報告書
となるが、その場合、非財務・記述情報が、
日本企業あるいは欧米企業でどのように開
示されているかを検討分析できた。 
さらに、イギリス、アメリカ、カナダでの

環境情報の開示を促進する法規制と関係団
体の公表文書を分析した。イギリスの文書に
関しては、発行元の会計団体、実務家、学術
研究者と環境情報の開示レベルに関する具
体的で実践的討議を行った。また、開示と報
告に関する国際学会への参加を通じて、国際
レベルでのこの問題の議論を把握し、問題点
を理解することができた。イギリス、アメリ
カ、スペイン、ハンガリー、フランス、オー
ストラリアの研究者による企業情報開示と
関係者の視点の分析が、とりわけ興味深く、
またブラジル、中国、インドネシアなどの新
興諸国の研究者のスタンスとの比較検討を
経て、わが国での研究の視座をよく整理する
ことができたと考える。 
特に、温暖化ガス情報の開示に関する英国

やアメリカでの研究動向について、この問題
がかなりの関心事であったことが伺えた。ま
た COP など国際的気候変動条約の動向は、今
後の統合報告、環境・CSR レポート、環境リ
スクその他の財務報告での情報開示に関す
る国際的動向を考える際の重要な論点であ
り、専門家との討議と情報収集を経て、重要
な知見を得ることができた。 
平成 24 年度は、最終年度として当初の計画

の意図の通り、効果的な研究の成果を導くこ
とができた。まず「証券制度における財務報
告での環境開示 －カナダ証券管理局『環境
報告指針』－」の論文で取りまとめた通り、
カナダ証券管理局の「環境報告指針」の文書
をもとに、証券制度における環境開示の可能
性に関する研究を取りまとめた。カナダの
「環境報告指針」は既存の制度の枠組みで、
報告書発行者に対して、明瞭で一貫した包括
的で信頼できる環境開示に関する意味ある
環境情報の伝達を求めている。「環境報告指
針」は環境開示の透明性と品質を改善する可
能性がある。しかし、制度指針が存在する中
で、環境情報の信頼性を確実にするための効
果的な戦略とプロセスを発行者が確立する
ことが不可欠で、企業の開示態勢が環境リス
ク開示の程度に影響するとの結論に至った。
この内容について平成 24 年 9 月の国際社会
環境学会でカナダの研究者から鉱業や農業
分野のカナダの特殊事情について貴重な知
見を得ている。 
また、「有価証券報告書における資産除去債

務の環境開示と監査」の論文に取りまとめた
通り、日本の上場会社を対象に包括的な研究



 

 

を実施した。投資家向けの制度財務報告での
企業の環境問題の開示に関する財務報告基
準や開示ルールは、日本では初期段階にある
ので、資産除去債務の会計基準が初年度適用
された日本の上場企業の 2011 年の有価証券
報告書における環境開示分析は非常に有意
義であると考える。資産除去債務での会計の
見積もりの不確実性と監査の意味合いを検
討し、環境リスクの開示の意味を検討してい
る。分析結果が示す通り、有価証券報告書に
資産除去債務に関連した環境開示企業は非
常に少なく、また資産除去債務の公正価値の
見積もりの情報も十分ではなかった。何を環
境リスクとして開示するか、その実現に関す
る説明について、透明性の高い開示のための
さらなる方策が必要であることが明らかと
なった。そして環境問題の明瞭な説明に向け
た改善の必要性を提言している。この研究に
関連して複数の研究会で報告することがで
きた。  
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